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I． 特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会の概況 

 

1. 会員 

（1） 平成 25年 4月に正会員・登録会員の異動調査を行い、7月に平成 25年度会員名簿を

印刷し、全会員に配布した。平成 25年度 4月より正会員に宮崎県が、8月より福岡県、

奈良県が入会し、平成 25 年度の正会員数 49（都道府県市 47、研究団体 2）で登録会

員数は 198名となった。 

（2） 賛助会員は、株式会社ファルコ・バイオシステムズ、株式会社キアゲン、味の素株式会

社が入会し、平成 26年 3月 31日現在、22団体 3個人会員である。 

（3） 平成 25年度の名誉会員数は、前年度から変更なく、8名であった。 

2. 役員 

（1） 理事・監事は、前年度に引き続きその職務に当たった。 

3. 事務局 

（1） 平成 25年 4月より事務職専属職員として遠藤敦子が雇用された。 

（2） 平成 26年 2月に事務職専属職員の遠藤敦子が退職した。 

（3） 平成 26年 3月に事務職専属職員の尾崎恭子が退職した。 

（4） 平成 26年 3月より事務職専属職員として太田樹里が雇用された。 

4. 学術集会会長 

（1） 第 23回学術集会会長に中瀬一則氏が平成 24年度第 6回理事会にておいて選出され、

平成 25年度通常総会にて承認された後、理事長により委嘱された。 

（2） 第 24回学術集会開催候補地に群馬県（学術集会長：猿木信裕氏）と青森県（学術集会

長：中路重之氏）が立候補し、平成 25年度第 5回理事会にて群馬県が選出された。平

成 26年度の総会決議事項となっている。 

5. 専門委員 

（1） 祖父江友孝氏、片山博昭氏、伊藤秀美氏、服部昌和氏、井岡亜希子氏、福留寿生  

氏、池邉淑子氏、杉山裕美氏を平成 25 年度の専門委員として任命する旨、平成 25 年

度第 2回理事会にて承認され、平成 25年度総会にて報告された。 
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会員構成                                 2014年 3月現在 

 正会員：47都道府県市、2 研究団体 名誉会員：8名 賛助会員：22団体、3個人 

正会員（登録会員 198名） 

都道府県市がん登録：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、 

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、 

島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、 

熊本県、大分県、宮崎県、沖縄県、広島市 

研究団体：国立がん研究センター がん対策情報センターがん統計研究部 

       （社）がん統計センター 

賛助会員（団体） 

（公財）日本対がん協会、（財）大阪対がん協会、明治安田生命、アメリカンファミリー生命、 

大同生命厚生事業団、アストラゼネカ、富士レビオ、伏見製薬所、大鵬薬品工業、 

堀井薬品工業、大塚製薬、ノバルティスファーマ、中外製薬、グラクソ・スミスクライン、 

第一三共、ヤクルト本社、日本生命、サイニクス、キャンサースキャン、ファルコ・バイオシステムズ、 

キアゲン、味の素 

賛助会員（個人） 

岡本 直幸、柳堀 朗子、他 1名 
 

役員・顧問・事務局                        2014年 3月現在 

 

役 員 

理事長：田中 英夫（愛知県がんセンター） 

副理事長：西野 善一（宮城県立がんセンター） 柴田 亜希子（国立がん研究センター） 

理 事：戸堀 文雄（秋田県総合保健事業団） 茂木 文孝（群馬県健康づくり財団） 

     三上 春夫（千葉県がんセンター） 藤田 学（福井社会保険病院） 

     津熊 秀明（大阪府立成人病センター） 有田 健一（広島県医師会） 

     安田 誠史（高知大学教育研究部） 早田 みどり（（公財）放射線影響研究所） 

監 事：大木 いずみ（栃木県立がんセンター） 

顧 問  

中沢 明紀（全国衛生部長会 会長） 岡本 直幸 

堀田 知光（国立がん研究センター） 

事務局 

事務局長：松田 智大（国立がん研究センター） 

職  員：太田 樹里 
 

学術集会会長・専門委員                     2014年 3月現在 

 

学術集会会長 

第 22回学術集会会長：加藤 哲郎（秋田県総合保健事業団） 

第 23回学術集会会長：中瀬 一則（三重大学医学部付属病院） 

専門委員  

祖父江 友孝（大阪大学） 片山 博昭（社団法人がん統計センター） 伊藤 秀美（愛知県がんセンター） 

服部 昌和（福井県立病院） 井岡 亜希子（大阪府立成人病センター） 福留 寿生（三重大学） 

杉山 裕美（（公財）放射線影響研究所） 池邉 淑子（大分県東部保健所） 
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II.   平成 25年度事業報告 

 

1. 特定非営利活動に係る事業 

（1） 学術集会、講演会等の開催事業 

① 第 22回学術集会 

 平成 25年度の学術集会に合わせて、平成 25年 6月 13日（木）に、秋田キャッスルホテルに

おいて地域がん登録実務者研修会を開催した。5名の講師を招き、各地域がん登録室担当

者並びに関係者を対象に開催し、132名の参加者があった。 

 

 

 

6 月 13 日（木）に秋田キャッスルホテルにおいて開催された、がん登録担当者研修会に

引き続いて、「全国ネットワークと地域還元」をテーマに、6 月 14 日（金）に、第 22 回学術集

会が開催された。会長講演、学術奨励賞受賞講演、ポスター発表、シンポジウムが行われ、

参加実数は総勢 136名を数えた。また、学術的ポスターは 12演題、登録室紹介ポスターは

13演題発表があり、このうち 3演題がポスター賞に選出された。シンポジウムでは、「地域が

【地域がん登録実務者研修会 開催概要】 

日 時：平成25年6月13日（木）14：30-17：30 

会 場：秋田キャッスルホテル（秋田県） 

主 題：『がん登録のデータの品質』『世界のがん登録』 

プログラム：  

司会：伊藤秀美（愛知県がんセンター） 

第一部『がん登録のデータの品質』 

パート1 比較可能性・妥当性・即時性 

伊藤秀美（愛知県がんセンター） 

パート2 完全性 

大木いずみ（栃木県立がんセンター） 
 

第二部『世界のがん登録』 

英国のがん登録 

松坂方士（弘前大学大学院） 

仏国のがん登録 

松田智大（国立がん研究センター） 

フィリピンのがん登録 

新野真理子（長崎大学大学院） 
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ん登録の課題と展望」をテーマに開催された。 

 

 

【第 22回学術集会 開催概要】 

日 時：平成25年6月14日（金） 9：15-15：50 

会 場：秋田県総合保健センター（秋田県） 

主 題：『全国ネットワークと地域還元』 

プログラム：      

9：10-9：15 開会式 

     

9：15-9：30 会長講演 

『真実は個にあり～医療のなかの科学～』 

  加藤 哲郎（秋田県総合保健事業団） 

9：30-10：20 招請講演 

『シロクマと北極圏生物の不可思議』 

妹尾 春樹（秋田大学医学部） 
 

10：20-11：20 総会（学術奨励賞表彰、実務功労者表彰を含む） 
 

11：20-12：20 ポスター発表 

         

12：20-13：20 昼食休憩 

  

13：20-13：40 学術奨励賞受賞講演 

                     杉山 裕美（（公財）放射線影響研究所疫学部） 
 

13：40-15：45 学術委員会企画シンポジウム 

『地域がん登録の課題と展望』 

司会: 祖父江 友孝（大阪大学大学院医学系研究科） 

安田 誠史（高知大学教育研究部医療学系） 
         

1．県外で医療を受けたがん患者情報の把握について 

松田 智大（国立がん研究センター） 
  

2．予後情報把握のための住基ネットの活用 

     柴田 亜希子（国立がん研究センター） 
  

3．施設間and/or地域間生存較差の評価への活用 

井岡 亜希子（大阪府立成人病センター） 
          

4．がん検診精度管理のための記録照合 

服部 昌和（福井県立病院） 
          

5．がん検診の効果モニタリングとしての活用 

西野 善一（宮城県立がんセンター研究所） 
 

15：45-16：15 閉会式 

 優秀ポスター表彰、次期学術集会長挨拶 
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② JACR20周年記念シンポジウム 

平成 25年 12月 8日（日）に、永田町の JA共済ビルにおいて、20周年記念シンポ

ジウムを開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【JACR 20周年記念シンポジウム 開催概要】 

日 時：平成 25年 12月 8日（日）13：30～17：40 

会 場：JA共済ビル カンファレンスホール（永田町） 

主 題：地域がん登録 ─その必要性と求められるもの─ 

プログラム： 

13：30 開演・挨拶 

 

13：45 記念講演 1. 『JACR これまでの 20年と今後の方向』 

田中 英夫（地域がん登録全国協議会理事長） 

14：00 記念講演 2. 『全国がん登録制度創設に向けて』 

塩崎 恭久（衆議院議員） 

14：15 記念講演 3. 『台湾のがん登録』 

Mei-shu Lai（国立台湾大学） 

14：35 質疑応答 

 

14：45～15：05 休憩 

 

15：05～ シンポジウム紹介 

 

15：10 1. 『国会議員の立場としてがん登録に対する期待』 

三原じゅん子（参議院議員） 

15：25 2. 『がん患者・家族の立場としてがん対策及びがん登録への期待』 

濱本 満紀（特定非営利活動法人がんとともに生きる会） 

15：40 3. 『がん登録法制化後のわが国のがん登録』 

西本 寛（国立がん研究センター） 

15：55 4. 『がん対策にがん登録資料をどのように活用していくか』 

井岡 亜希子（大阪府立成人病センター） 

16：10 5. 『がん疫学研究の立場から』 

祖父江 友孝（大阪大学大学院医学系研究科） 

16：25 6. 『地域がん登録、その必要性と求められるもの 

─産業界に所属する立場からの期待─』 

貝瀬 俊彦（グラクソ・スミスクライン株式会社） 

 

16：40～16：50 休憩 

 

16：50 総合討論 

 

17：20 質疑応答 

 

17：35 閉会の挨拶 
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同日、シンポジウムと併せて、サイニクスと共催し企業セミナーを開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） がん登録に関する情報の提供事業  

杉山裕美専門委員、服部昌和専門委員をニューズレター編集委員として、本協議会ニュー

ズレター第 33号を平成 25年 7月に、第 34号を平成 26年 2月に刊行し、全会員に配布した。

がん登録事業の意義の広報のため、厚生労働省関連課、関係団体、関連分野の研究者（以

後、関連研究者等という）に贈呈した。 

本協議会の活動紹介、会員への情報提供を目的としたウェブサイトの管理、運営を行った。

会員である地域がん登録室の紹介、学術集会開催案内、平成 25 年度の刊行物の紹介等を

更新し、サイトに掲載した。また、平成 23 年度より会員専用サイトを設置し、会員間の情報共

有の場を提供している。  

【企業セミナー 開催概要】 

日 時：平成 25年 12月 8日（日）10：00～12：00 

会 場：JA共済ビル カンファレンスホール（永田町） 

座 長：松田 智大氏（国立がん研究センター） 

プログラム： 

10：00 開始 

 

10：05 Session1 『がんとがん診療の把握に使用できるデータについて』 

松田 智大（国立がん研究センター） 

       『がん患者の予後把握におけるがん登録資料の活用事例』 

伊藤 ゆり（大阪府立成人病センター） 
           Q&A 

           まとめ 

 

10：50～11：00  休憩 

 

11：00 Session2 『がん疫学データの医療用医薬品事業性評価への活用とその

考慮事項』 

北村 浩介（サイニクス株式会社） 
           Q&A 

           まとめ 

 

11：45 全体 Q&A 

 

12：00 終了 
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平成 25 年 6 月に秋田県で開催された第 22 回学術集会の記録集を「全国ネットワークと

地域還元」と題し、投稿論文を募集し JACR MONOGRAPH No.19 として祖父江友孝編集

委員長、田中英夫編集委員、加藤哲郎編集委員がまとめ、平成 25 年 12 月に本協議会で

印刷し、販売した。全会員に配布、関連研究者等に贈呈した。 

平成 25 年 10 月 23-25 日に、三重県で開催された、第 72 回日本公衆衛生学会総会に

おいて、紹介ブースを出展した。一般向けパンフレットの配布、ニューズレター、モノグラフ、

学術集会抄録集等の協議会刊行物の特別配布及び協議会の活動、がん登録が役立った

例等を紹介したポスターの掲出を通じてがん登録についての啓発、本協議会の活動につ

いての情報提供を行った。また、三重県と共同で三重県の地域がん登録に関するポスター

を作成し、第 72 回日本公衆衛生学会で公開した。また、「地域がん登録を知ろう・学ぼう 

【平成 25年度 更新内容一覧】 

2013/4/1 ファルコバイオシステムズ 賛助会員加入のお知らせ 

2013/4/1 宮崎県の協議会加入のお知らせ 

2013/4/1 福島県、東京都、和歌山県の協議会加入のお知らせ 

2013/4/1 Monograph No.18 掲載 

2013/4/1 Newsletter No.32 掲載 

2013/4/15 キアゲン 賛助会員加入のお知らせ 

2013/5/2 モノグラフへの投稿案内 掲載 

2013/5/31 協議会正会員 平成 24年度刊行、事業報告書 掲載 

2013/6/3 （更新）関連資料 掲載 

2013/6/12 20周年記念シンポジウム開催案内 掲載 

2013/6/21 福岡県の協議会加入のお知らせ 

2013/7/10 平成 24年度事業報告書 掲載 

2013/7/10 （更新）地域がん登録の手引き 掲載 

2013/8/8 Newsletter No.33 掲載 

2013/8/26 （更新）20周年記念シンポジウム開催案内 掲載 

2013/8/26 第 72回日本公衆衛生学会 自由集会参加募集 掲載 

2013/8/29 宮崎県の協議会加入のお知らせ 

2013/10/15 定款改訂版 掲載 

2013/11/7 第 23回学術集会開催案内 掲載 

2013/11/13 平成 26年度学術奨励賞応募者募集案内 掲載 

2013/11/20 （更新）20周年記念シンポジウム開催案内 掲載 

2013/12/13 平成 26年度実務者功労賞募集案内 掲載 

2014/2/17 平成 26年度藤本伊三郎賞募集案内 掲載 
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都道府県がん対策推進基本計画とがん統計」というテーマで自由集会を開催し、13 名の参加

者があった。会員だけでなく、広く一般に公開し、各参加者と地域がん登録との関わりや、各

県での地域がん登録の現状、課題、解決方法等を討論した。 

 

 

平成 25年度 5月より東海・北陸ブロック、9月より関東ブロック、1月より中国・四国ブロックメ

ーリングリストを作成した。東海・北陸、関東、中国・四国ブロック 26県のうち、正会員県を対象

にメーリングリストに登録し、がん登録の実務に関する質疑応答、県間での情報共有、あるい

は県内での講習会の案内の共有、等を自由に行える場を提供している。 

（3） がん登録に関する調査及び研究事業 

本協議会会員により平成 25年度に発刊されたがん登録事業報告書を平成 26年 3月に収

集し、「協議会正会員平成 25 年度刊行事業報告書一覧」を作成した。同時に、正会員を対象

に、平成 25年における地域がん登録事業の実施状況、並びに登録資料の利用と成果につい

ての調査を実施し、その結果を「平成 25年 1月～12月地域がん登録事業 業績・研究に関す

る調査報告書」としてまとめている。 

厚生労働科学研究第 3次対がん総合戦略研究事業「がんの実態把握とがん情報の発信に

関する研究」班（研究代表者 祖父江友孝）と業務委託契約を平成 25年 7月に締結し、「全国

がん罹患モニタリング集計（MCIJ）」及び、小口支援、メーリングリスト・名簿管理に関する業務、

「地域がん登録の標準化と精度向上に関する 10 年後調査」の回答集計業務・報告書作成業

務を、委託業務として実施した。

12



 

 

 

【小口支援、メーリングリスト・名簿管理に関する委託業務実施概要】 

実施期間：平成25年4月1日～平成26年3月31日 

委託業務作業範囲： 

    （小口支援事務処理業務） 

小口支援の利用計画の確認と管理 

小口支援費の執行 

小口支援費の執行報告 

小口支援費に伴う資料作成 

庶務的業務 

  （関係者名簿・メーリングリスト管理業務） 

    都道府県がん対策担当者の異動調査（依頼）および関連資料の作成 

異動調査結果の集計および名簿作成 

異動調査に基づくメーリングリストの作成と管理 

研究班活動にかかるメーリングリストの作成と管理 

対象等： 

小口支援業務対象45県 北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、 

山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、 

神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、 

静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、鳥取県、島根県、

岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、

長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

※大阪府と和歌山県は支援辞退 

【全国がん罹患モニタリング集計（2009・2010年罹患数･率）委託業務実施概要】 

実施期間：平成25年7月1日～平成26年3月31日 

委託業務作業範囲： 

データに関するアンケート作成・収集・集計 

データ収集～全国集計 

がん罹患数・率の推定 

詳細集計用データセットの作成 

集計対象等： 

アンケート・データ収集対象38県（2009年罹患）北海道、青森県、岩手県、 

秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、神奈川県、 

新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、岐阜県、愛知県、滋賀県、 

京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、 

広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、佐賀県、長崎県、 

熊本県、鹿児島県、沖縄県 

※依頼は、40県（宮城県は不参加、大阪府は集計表の提出） 

収集データ総数：  4,220,037件 

 

アンケート・データ収集対象31県（2010年罹患）北海道、青森県、秋田県、

山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、新潟県、富山県、 

石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、愛知県、滋賀県、兵庫県、 

奈良県、和歌山県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、 

高知県、長崎県、熊本県、沖縄県 

※依頼は、4県（宮城県は不参加、大阪府は集計表の提出） 

収集データ総数： 3,230,164件 

アンケート項目数：  35投問、158項目 

収集データ項目数： 14項目（第3期モニタリング項目） 

13



 

 

 

（4） 国際がん登録協議会（IACR）への参加協力事業 

CI5（Cancer Incidence in Five Continents）及び CONCORD STUDYへのデータ提出支援を

実施した。また、IACR からニューズレターや海外のがん登録情報を日本語訳し、本協議会メ

ーリングリストを利用して会員宛てに配信、情報を共有した。 

（5） 人材育成事業 

 平成25年6月に、平成25年度学術奨励賞受賞者、杉山裕美氏の授賞式及び受賞記念講演

と、平成25年度実務功労者表彰受賞者4名の授賞式が行われた。平成25年11月に、平成26

年度学術奨励賞及び実務功労者表彰制度の候補者の募集、平成26年2月に選考を行い、平

成26年度事業として、平成26年度学術奨励賞受賞者、片野田耕太氏の授賞式及び受賞記

念講演と、平成26年度実務功労者表彰受賞者7名の授賞式を、平成26年6月開催予定の平

成26年度通常総会及び第23回学術集会の場にて実施する予定である。 

（6） 登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業 

平成 25 年度は安全管理委員において、祖父江班の研究と連携して検討を行い、平成 26

年度以降、協議会において当該事業の実施が可能か否かの検討をした。 

（7） 手引、冊子、実務者マニュアル等の発刊事業 

20周年記念シンポジウムに併せて、がん統計リーフレットを作成し、配布した。 

 

 

【地域がん登録の標準化と精度向上に関する10年後調査委託業務実施概要】 

実施期間：平成25年12月2日～平成26年2月28日 

委託業務作業範囲： 

      調査回答集計に係る作業 

集計結果の項目別回答表作成に係る作業 

調査結果の報告書作成に係る作業 

対象等： 

地域がん登録事業実施47都道府県1市 北海道、青森県、岩手県、宮城県、 

秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、 

神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、 

静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、 

和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、広島市、山口県、徳島県、 

香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県、沖縄県、 

14



 

 

一般向けパンフレット「あなたと子孫と人類のために。」更新版を配布している。 

 

 

2.その他の事業 

（1） コンサルティション事業 

（2） 講演会、研修会の開催 

（3） 刊行物の販売 

 わたしたちの地域がん登録、JACR Monograph No.19を販売した。 

（4） ウェブサイトや機関紙への広告掲載事業 

 平成 25年度より新たに Newsletterへの広告掲載を募集し、No.33、34に 2社の広告を掲

載した。 

 

3. その他の経常支出に係る活動 

（1） 総会の開催 

NPO法人化後、事業報告を毎年 6月末までに東京都に対して提出する必要があることか

ら、6 月開催としている。そのため、平成 25 年度は、6 月 14 日（金）に通常総会が招集され

た。 

 

【平成 25年度 総会開催状況】 

平成 25年 6月 14日 秋田県総合保健センター 

[別添 1] 平成 25年度通常総会議事録 

 

（2） 理事会の開催 

協議会事業の円滑な計画・立案、理事の分業制による活動の強化・活性化、円滑な意思
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決定フローの確立を目的として、本協議会の事業に照らした委員会が平成 23 年度 6 月に設

置されたのを受け、委員会の活動報告、企画提案等を主たる議事の内容として理事会にて議

論されることが多くなった。また、地域がん登録の法制化に向けた意見交換等が行われる等、

事業とは個別の案件についても活発に議論されるようになった。 

[別添 2]平成 25年度第 1回理事会議事録        

[別添 3]平成 25年度第 2回理事会議事録 

[別添 4]平成 25年度第 3回理事会議事録 

[別添 5]平成 25年度第 4回理事会議事録 

[別添 6]平成 25年度第 5回理事会議事録 

 

（3） 事務局運営 

平成 25年 4月に、正会員の登録会員異動調査を実施し、調査結果をもとに平成 25年度会

員名簿として冊子にまとめ、7月に全ての会員へ配布した。 

平成 25年度は、2名の従業員体制であったが、平成 26年 2月末で 1名の従業員が退職、

平成 26年 3月末で 1名が退職した。平成 26年 3月 1日付で新しい従業員を雇用することと

なり、平成 26年度は、1名の従業員で運営を行う予定である。 

 

4. 委員会活動 

（1）  学術委員会  

田中理事（委員長）、西野理事、安田理事、祖父江専門委員により構成し、第 22 回学術集

会プログラムを学術集会会長とともに検討し決定した。学術奨励賞の企画を行い、平成 25 年

【平成 25年度 理事会開催状況】 

第 1回 平成 25年 4月 19日 電話会議 

第 2回 平成 25年 6月 13日 秋田県キャッスルホテル 4階 桐の間 

第 3回 平成 25年 7月 25日 地域がん登録全国協議会事務局及び電話会議 

第 4回 平成 25年 10月 1日 電話会議 

第 5回 平成 26年 2月 7日 国立がん研究センター がん研究振興財団 2階 
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11月に候補者を募集し、平成 26年 2月に選考を行った。平成 26年度事業として、表彰予

定である。その他、第 72回日本公衆衛生学会において自由集会を企画し、実施した。 

地域がん登録全国協議会 20 周年記念シンポジウムの開催を広報委員会と企画し、平成

25年度 12月に開催した。 

（2） 広報委員会 

津熊理事（委員長）、早田理事、田中理事、有田理事、戸堀理事、井岡専門委員長、松

田事務局長、尾﨑職員により構成し、学術委員会と 20 周年記念シンポジウムを企画し、平

成 25年 12月に開催した。それに併せて、がん統計リーフレットを作成し、平成 25年 9月に

発行した。 

（3） 国際委員会 

松田事務局長（委員長）により構成し、平成 25 年度の活動として、CI5 及び CONCORD 

STUDYへのデータ提出支援を実施。その他に、IACRからのニューズレター等の資料を日

本語に訳して会員メーリングリストに情報を共有した。 

（4） 教育研究委員会 

柴田理事（委員長）、大木監事、伊藤専門委員、井岡専門委員、福留専門委員により構

成し、会員専用ウェブサイト上の掲示板を利用して、地域がん登録関する Q&Aを祖父江研

究班が提供している情報を譲り受け、整備し直し、情報を提供した。 

また、第 23回学術集会と同時に開催する地域がん登録担当者研修会の内容について、

開催地の三重県地域がん登録とともに検討し、決定した。 

（5） 安全管理委員会 

西野理事（委員長）、茂木理事、大木監事、片山専門委員、伊藤専門委員により構成し、

平成 25年度は、平成 28年度の地域がん登録法の法制化を見据えて、安全管理事業の具

体的なスケジュール、実施概要を祖父江研究班の一環として検討した。 
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 書式第１２号（法第２８条関係） 
 
 
 

平成 25 年 度  事 業 報 告 書 
 

  平成25年 4月 1日から    平成26年 3月 31日まで 
 
 
 
  

 
 特定非営利活動法人 地域がん登録全国協議会  
 
 １ 事業の成果 
 平成25年度は、がん登録に関する学術集会・講演会の開催、JACR Newsletter（No.33、No.34）・Monograph
（No.19）の刊行、ウェブサイト・紹介ブース・その他媒体による情報提供、がん登録に関する調査の実施、人
材育成事業、平成26年度以降の刊行物の改訂計画等を主として事業を展開した。また、設立20周年記念として
シンポジウム開催を行った。 
 
２ 事業の実施に関する事項 
 
  （１）特定非営利活動に係る事業 
 
 
 
 ２ 事業の実施に関する事項 
 
 （１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

支出額
（千円） 

 

 

がん登録に関する学

術集会、セミナー、

公開講演会等の開催

事業 

学術集会長が学術集会を主催

し、関係者が事業の進捗や研究

成果を報告した。また、不特定

多数の一般市民が知見を深める

場を提供した。 

学術集会：6月

14日 

自由集会：10

月25日 

20周年記念シ

ンポジウム：1

2月8日 

学術集会 

秋田市 

 

自由集会 

津市 

 

20周年記念

シンポジウ

ム 

東京都 

各 

15人 

関連団体・個

人、政府関係

者、ﾏｽ ｺ ﾐ関係

者、一般市民 

400人 

2,437 

がん登録に関する 

情報の提供事業 

JACR Newsletter No.33、No.34

を刊行しｳｪﾌﾞｻｲﾄに掲載。Monog

raph No.19を刊行。日本公衆衛

生学会総会で紹介ﾌﾞｰｽを出展

し、がん登録に係る情報を提供

した。その他関連学会、その他

適当な媒体・方法により、がん

登録に係る情報を関係者並びに

不特定多数の一般市民へ提供し

た。 

ﾆ ｭ ｰ ｽ ﾞ ﾚ ﾀ ｰ：7

月、2月 

Monograph：12

月 

紹介ブース：6

月、10月 

W E B、その他

媒体は随時 

法人事務所

及び郵送 

 

紹介ﾌﾞｰｽ出

展：津市 

 

 

5人 

 

紹介ﾌﾞｰ

ｽ、その

他媒体は 

7人 

 

会員及び関連団

体・個人 300

人（郵送等） 

全国の公衆衛生

従事者4000人、

不特定多数の一

般市民（WEB） 

2,473 

がん登録に関する 

調査及び研究事業 

事業実施状況、業績、刊行物の

刊行状況を調査し、報告書を刊

行・公表した。研究班より委託

を受け、がんの実態把握の調査

を実施した。 

業績等調査実

施：2月 

がんの実態把

握調査：6-3月 

法人事務所

（郵送） 
 2人 

会員及び関連団

体・個人 300

人（郵送） 

不特定多数の一

般市民（WEB） 

7,576 

国際がん登録協議会

（IACR）への 

参加協力事業 

IACRの会員として、国際活動に

参加・協力すると共に、会員や

一般市民に対し情報提供した。 

通年 法人事務所  15人 

会員及び関連団

体・個人 300

人 

不特定多数の一

般市民（WEB） 
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がん登録に関する 

人材育成事業 

実務担当者研修会等を通じて実

務者の育成に務めた。 

学術奨励賞により、平成25年度

受賞者の表彰式を行った。平成

26年度応募者の募集および選考

を行った。実務功労者表彰の該

当者を公募し、平成26年度の受

賞者を選考した。 

実務担当者研

修会：6月12日 

平成25年度学術

奨励賞授賞式・

実務功労者表彰

式：6月12日 

平成26年度学

術奨励賞、実

務功労者表彰

の公募：12月-

2月 

実務担当者

研修会、学

術奨励賞授

賞式は高知

市 

 

その他 

法人事務所 

 15人 

地域がん登録実

務者 100人 

 

地域がん登録関

連研究者 200

人 

203 

 

がん登録室の機密保

持基準の策定・公

表・認定事業 

がん登録室の機密保持基準につ

き、地域の状況を考慮しつつ、

外部専門家の支援を得、研究班

が定めた基準を再検討し、それ

に基づいた認定をする予定。 

安全管理措置

に 関 す る 視

察：11月6日 

岡山県  1人 
地域がん登録関

係者 5人 
0 

 がん登録の手引、が

ん罹患・死亡データ

に関する冊子、実務

者マニュアル等の発

刊事業 

地域がん登録に関する一般向け

資料を、実務者、研究者、不特

定多数の一般市民の意見を取り

入れて改訂、企画、作成する。 

6月-3月 法人事務所  10人 

会員及び関連団

体・個人 300

人 

不特定多数の一

般市民 

438 

 
 
 （２）その他の事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

事業費
の 
金額 

（千円） 

 

コンサルティション

事業 

地域がん登録事業の実施について、実施団体の

状況に照らし、事業の円滑な推進ができるよう

に、適切な助言・指導を行う予定。 

体制が整い

次第実施予

定 

 -  - 0 

講演会、研修会の 

開催 

講演会や研修会を、国内外の講師を招聘し、有

償で実施する。 

体制が整い

次第実施予

定 

 -  - 0 

刊行物の販売 
冊子、教材、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等を、ｳｪﾌﾞｻｲﾄを通じて、

また研究会の際に販売する。 
通年 

法人事務

所 
 2人 0 

ウェブサイトや機関

紙への広告掲載事業 

関連分野の企業や団体に呼び掛け、地域がん登

録全国協議会の有するｲﾝﾀｰﾈｯﾄｳｪﾌﾞｻｲﾄや、刊行

物に、有償で広告を掲載する。 

通年 
法人事務

所 
 2人  0 
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III． 平成 25年度決算報告書 
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東京都中央区築地5-1-1

国⽴がん研究センター内

第5期

決　算　報　告　書

⾃ 平成25年 4⽉ 1⽇

⾄ 平成26年 3⽉31⽇

特定非営利活動法⼈地域がん登録全国協議会

財産目録

賃借対照表

活動計算書

計算書類の注記

23



[税込]（単位：円）

  【流動資産】

    （現⾦・預⾦）

      総合⼝座　ゆうちょ銀⾏京橋⽀店

49,422 

      振替⼝座　ゆうちょ銀⾏京橋⽀店

575,979 

      普通預⾦　みずほ銀⾏築地⽀店

2,184,576 

      普通預⾦　みずほ銀⾏築地⽀店（藤本伊三郎賞寄附⾦）

3,000,110 

        　現⾦・預⾦ 計 5,810,087 

    （未収⾦）

      ⼤阪⼤学　未収⾦

7,000,000 

        　未収⾦ 計 7,000,000 

    （棚卸資産）

      商 　   品

　　　　私たちの地域がん登録

192,078 

　　　　モノグラフ№19

127,578 

        　棚卸資産  計 319,656 

    （その他流動資産）

      ⽴　替　⾦

　　　　労働保険料

12,750 

      前 払 費 用

　　　　国⽴がんセンター　家賃

19,634 

　　　　第23回学術集経費

500,000 

        　前払費用  計 519,634 

        その他流動資産  計 532,384 

          流動資産合計 13,662,127 

  【固定資産】

    （有形固定資産）

      什器備品　　PC3台

51,439 

        有形固定資産  計 51,439 

    （無形固定資産）

      ソフトウェア 58,822 

        無形固定資産  計 58,822 

          固定資産合計 110,261 

            資産の部  合計 13,772,388 

  【流動負債】

    未  払  ⾦

　　　　中央年⾦事務所　社会保険料

79,431 

　　　　プラグマ　会計業務他

69,300 

　　　　その他　家賃など

48,471 

        　未払⾦  計 197,202 

    未払法人税等 767,000 

    未払消費税等 331,300 

    預  り  ⾦

　　　　源泉所得税

63,068 

　　　　住⺠税

66,000 

        　預り⾦  計 129,068 

      流動負債  計 1,424,570 

        負債の部  合計 1,424,570 

        正 味 財 産 12,347,818 

特定非営利活動法⼈地域がん登録全国協議会

平成26年 3⽉31⽇ 現在

平成　25　年度　　財産目録

《資産の部》

《負債の部》
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[税込]（単位：円）

  【流動資産】

    現⾦・預⾦ 5,810,087 

    未  収  ⾦ 7,000,000 

    （棚卸資産）

      商 　　品 319,656 

        棚卸資産  計 319,656 

    （その他流動資産）

      ⽴　替　⾦ 12,750 

      前 払 費 用 519,634 

        その他流動資産  計 532,384 

          流動資産合計 13,662,127 

  【固定資産】

    （有形固定資産）

      什 器 備 品 51,439 

        有形固定資産  計 51,439 

    （無形固定資産）

      ソフトウェア 58,822 

        無形固定資産  計 58,822 

          固定資産合計 110,261 

            資産の部  合計 13,772,388 

  【流動負債】

    未  払  ⾦ 197,202 

    未払法人税等 767,000 

    未払消費税等 331,300 

    預  り  ⾦ 129,068 

      流動負債  計 1,424,570 

        負債の部  合計 1,424,570 

  【正味財産】

    正 味 財 産 12,347,818 

    (うち当期正味財産増加額) 4,513,091 

      正味財産　計 12,347,818 

        正味財産の部  合計 12,347,818 

          負債・正味財産合計 13,772,388 

特定非営利活動法⼈地域がん登録全国協議会

平成26年 3⽉31⽇ 現在

平成　25　年度　　貸借対照表

《資産の部》

《負債の部》

《正味財産の部》
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書式第１４号（法第２８条関係）　　

[税込]（単位：円）

特定非営利活

動に係る事業

その他の事業 合計

Ⅰ　経常収益

１　受取会費

正会員受取会費 2,000,000

賛助会員受取会費 1,515,000

２　受取寄付⾦ 3,155,420

３　受取助成⾦等 800,000

４　事業収益

特定非営利活動に係る事業

879,000

(2)がん登録に関する情報の提供事業収益

0

(3)がん登録に関する調査及び研究事業収益

12,690,000

(4)国際がん登録協議会への参加協⼒事業収益

0

(5)人材育成事業収益

0

(6)登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業収益

0

(7)手引、冊子、マニュアル等の発刊事業収益

417,060

その他の事業

(1) コンサルティション事業費

0

(2) 講演会、研修会の開催事業費

0

(3) 刊⾏物の販売事業費

0

(4) ウェブサイトや機関紙への広告掲載事業費

102,500

５　その他収益

受取利息 860

雑収益 0

経常収益計 21,457,340 102,500 21,559,840

Ⅱ　経常費用

１　事業費

給料⼿当

6,900,114

法定福利費

1,113,405

福利厚⽣費

0

人件費計

8,013,519 0 8,013,519

業務委託費 2,014,596

諸謝⾦ 175,878

印刷製本費 629,212

会議費 274,861

旅費交通費 288,790

通信運搬費 346,000

消耗品費 69,252

賃貸料 702,975

売上原価 442,535

⽀払⼿数料 174,362

租税公課 8,000

その他経費計

5,126,461 0 5,126,461

事業費計

13,139,980 0 13,139,980

２　管理費

給料⼿当

362,064

法定福利費

58,600

福利厚⽣費

18,393

人件費計

439,057 0 439,057

業務委託費 1,013,775

印刷製本費 292,740

会議費 267,525

旅費交通費 99,940

通信運搬費 167,974

消耗品費 133,457

水道光熱費 28,159

賃借料 229,068

減価償却費 106,489

⽀払⼿数料 29,065

租税公課 332,350

その他経費計

2,700,542 0 2,700,542

管理費計 3,139,599 0 3,139,599

経常費用計 16,279,579 0 16,279,579

当期経常増減額 5,177,761 102,500 5,280,261

Ⅲ　経常収益経常外費用

雑損失 0

経常外費用計 0 0

税引前当期正味財産増減額 5,177,761 102,500

法⼈税、住⺠税及び事業税 767,170 0

過年度法⼈税、住⺠税及び事業税 0 0

当期正味財産増減額 4,410,591 102,500 4,513,091

前期繰越正味財産額 7,834,727

次期繰越正味財産額 12,347,818

(1)人件費

(2)その他経費

(1)人件費

(2)その他経費

平成　25　年度　　活動計算書
平成25年4⽉1⽇　　から　　平成26年3⽉31⽇まで

特定非営利活動法⼈　地域がん登録全国協議会

科 目

(1)学術集会、講演会等の開催事業収益
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書式第１６号（法第２８条関係）

１．重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法⼈会計基準（2010年7⽉20⽇ 2011年11⽉20⽇⼀部改正　NPO法⼈会計基準協議会）によっています。

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

会計処理は売上原価対⽴法によっています。

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法⼈税法の規定に基づいて定率法で償却しています。

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却しています。

（３）ボランティアによる役務の提供

ボランティアによる役務の提供はありましたが、その役務の提供に関する会計上の処理は⾏わず、

　

内容の注記のみ⾏っております。

（４）消費税の会計処理

消費税の会計処理は、税込⽅式によっています。

２．事業別損益の状況

（単位：円）

科目

(1)学術集会、

講演会等の開催

事業

(2)がん登録に

関する情報の提

供事業

(3)がん登録に

関する調査及び

研究事業

(4)国際がん登

録協議会への参

加協⼒事業

(5)人材育成事

業

(6)登録室機密

保持基準の策

定・公表・認定

事業

(7)手引、冊子、

マニュアル等の発

刊事業

その他の事業 事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益

１　受取会費

正会員受取会費 0 2,000,000 2,000,000

賛助会員受取会費

0 1,515,000 1,515,000

２　受取寄付⾦ 3,000,000 3,000,000 155,420 3,155,420

３　受取助成⾦等

800,000 800,000 0 800,000

４　事業収益 879,000 0 12,690,000 0 0 0 417,060 13,986,060 0 13,986,060

５　その他収益 102,500 102,500 860 103,360

経常収益計 1,679,000 0 12,690,000 0 3,000,000 0 417,060 102,500 17,888,560 3,671,280 21,559,840

Ⅱ　経常費用

(1)人件費

給与手当 93,292 144,825 6,517,172 0 0 0 144,825 6,900,114 362,064 7,262,178

法定福利費 11,720 23,440 1,054,805 0 0 0 23,440 1,113,405 58,600 1,172,005

福利厚⽣費 0 0 0 0 0 0 0 0 18,393 18,393

人件費計 105,012 168,265 7,571,977 0 0 0 168,265 0 8,013,519 439,057 8,452,576

(2)その他経費

業務委託費 620,750 1,393,846 2,014,596 1,013,775 3,028,371

諸謝⾦ 175,878 0 175,878 175,878

印刷製本費 351,487 256,866 20,859 629,212 292,740 921,952

会議費 274,861 0 274,861 267,525 542,386

旅費交通費 16,950 215,720 56,120 288,790 99,940 388,730

通信運搬費 134,665 202,395 4,340 4,040 560 346,000 167,974 513,974

消耗品費 37,993 2,907 28,352 69,252 133,457 202,709

水道光熱費 0 0 28,159 28,159

賃借料 702,975 702,975 229,068 932,043

売上原価 0 194,197 248,338 442,535 442,535

減価償却費 0 0 106,489 106,489

⽀払⼿数料 16,000 30,870 13,122 114,370 174,362 29,065 203,427

租税公課 0 8,000 8,000 332,350 340,350

雑費 0 0 0

その他経費計 2,331,559 2,304,801 4,340 13,122 202,882 0 269,757 0 5,126,461 2,700,542 7,827,003

経常費用計 2,436,571 2,473,066 7,576,317 13,122 202,882 0 438,022 0 13,139,980 3,139,599 16,279,579

当期経常増減額 -757,571 -2,473,066 5,113,683 -13,122 2,797,118 0 -20,962 102,500 4,748,580 531,681 5,280,261

平成25年度　計算書類の注記

特定非営利活動法⼈　地域がん登録全国協議会

27



平成25年度　計算書類の注記

特定非営利活動法⼈　地域がん登録全国協議会

３．ボランティアによる役務提供の内容

(1)学術集会、講演会等の開催事業

・　2013/6/12〜13開催　第22回学術集会事務局業務全般（事務局設置期間：2012/9⽉〜2013/3⽉）

・　2013/6/12〜13開催　第22回学術集会における講義、講演（講師・演者　計14名）

・　2013/10/23開催　第72回公衆衛生学会自由集会開催（司会等　計6名）

(2)がん登録に関する情報の提供事業

・　会員専⽤ウェブサイトコンテンツ、地域がん登録Q&A　原稿作成（2名;計10時間程度）

・　2013/10/23〜25開催　第72回公衆衛⽣学会展⽰ブース出展時の質疑応答対応（4名;計20時間程度）

・　機関紙JACRNewsletterNo.33および34　企画編集作業（2名;計6時間程度）および原稿作成（延べ20名）

(3)がん登録に関する調査及び研究事業

・　委託業務「全国がん罹患モニタリング集計」に係る専門的アドバイス（2〜3名）

(4)国際がん登録協議会への参加協⼒事業

・　IARC/IACRによる「五⼤陸のがん罹患」第10版へのデータ投稿及びロンドン⼤学衛⽣学熱帯医学⼤学院によるCONCORD STUDY2への投稿⽀援（3名;計6時間程度）

(5)人材育成事業

・　平成26年度地域がん登録全国協議会学術奨励賞表彰制度実施にかかる企画および審査業務（5名;計20時間程度）

・　平成26年度地域がん登録全国協議会実務功労者表彰制度実施にかかる企画および審査業務（3名；計20時間程度）

(6)登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業

・　2013/11/6実施　安全管理委員による岡⼭県への安全管理措置の視察（1名；計3時間程度）

 
(7)手引、冊子、マニュアル等の発刊事業

４．使途等が制約された寄付等の内訳

　使途等が制約され寄付等の内訳は以下の通りです。

　当法⼈の正味財産は12,347,818円ですが、そのうち3,000,000円は⼈材育成事業（藤本伊三郎賞事業）に使⽤される財産です。

　したがって、使途が制限されていない正味財産は9,347,818円です。

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 3,000,000 0 3,000,000

合計 0 3,000,000 0 3,000,000

5．固定資産の増減内訳

（単位：円）

取得

帳簿原価 減価償却累計額 帳簿原価 帳簿原価 減価償却累計額 帳簿原価 当期償却額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

　什器備品 574,040 436,871 0 0 0 574,040 85,730 522,601 51,439

無形固定資産

　ソフトウェア 103,799 24,218 0 103,799 20,759 44,977 58,822

合計 677,839 461,089 0 0 0 677,839 106,489 567,578 110,261

備考内容

⼈材育成事業（藤本伊三郎賞事業）

科目

期首残高 減少 期末残高
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IV． 平成 25年度監査報告 

 

  

29



 

30



31



32



 

 

 

 

 

 

 

V． 業務運営上の体制 
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V. 業務運営上の体制 

 

1. 事務局の整備 

平成 24年度から協議会の会計処理及び給与支払い及び税務対応を株式会社プラグ

マにアウトソーシングをしている。平成 24年度内に事務局員 1名の退職に伴う協議会事

務局業務の分担見直しの結果、職員 1名分の年間人件費の三分の一以下の予算でアウ

トソーシングが可能であり、会計・税務の専門家によるアドバイスを請えるため、アウトソー

シングすることとなった。 

 

2. 情報の保護 

協議会が、会員異動調査等において収集した会員の個人情報や会員の業績は、予め通

知した目的内でのみ、もしくは協議会運営の資料としてのみ利用し、それ以外の目的・活動

に利用したり、第 3 者に提供したりしない。収集した情報を協議会活動と密接に関連する事

項に利用する場合は、前もって会員の承諾を得た上で実施する。また、取得した情報は適

切に扱い、安全性・信頼性を確保する。 

 

3. その他 

特になし。 
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VI． 参考資料 
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特定非営利活動法人 地域がん登録全国協議会 定款 

 

第１章 総 則 

（名 称） 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会と称し、英文名では 

The Japanese Association of Cancer Registries、略称をJACRと称する。 

 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を東京都中央区に置く。 

 

（目 的） 

第３条 この法人は、広く国民に対して、がん登録によるがん罹患、死亡、生存率等の

情報を提供するとともに、公開セミナーや学術セミナー、調査及び研究、がん

登録に関与する人材の育成等を行い、地方公共団体の実施する地域がん登録事

業の充実・発展を支援する事業を通して、国民の保健、医療、療養の増進と、

わが国のがん対策の推進に寄与することを目的とする。 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。 

(1) 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

(2) 情報化社会の発展を図る活動 

(3) 国際協力の活動 

(4) 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は

援助の活動 

 

（事業の種類） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、

次の事業を行う。 

(1) がん登録に関する学術集会、セミナー、公開講演会等の開催事業 

(2) 会誌、図書、ウェブサイト等によるがん登録に関する情報の提供事業 

(3) がん統計、がん登録に関する調査及び研究事業 

(4) 国際がん登録協議会（IACR）への参加協力事業 

(5) がん登録に関する人材育成事業 

(6) がん登録室の機密保持基準の策定及び公表・認定事業 
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(7) がん登録の手引、がん罹患・死亡データに関する冊子、実務者マニュア

ル等の発刊事業 

(8) その他、この法人の目的を達成するために必要な事業 

２ この法人は、次のその他の事業を行う。 

(1) コンサルティション事業 

(2) 講演会、研修会の開催事業 

(3) 刊行物の販売事業 

(4) ウェブサイトや機関紙への広告掲載事業 

３ 前項に掲げる事業は、第１項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、そ

の収益は、第１項に掲げる事業に充てるものとする。 

 

第２章 会 員 

（種 別） 

第６条 この法人の会員は、次の３種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以

下「法」という。）上の社員とする。 

(1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した団体 

(2) 賛助会員 この法人の目的に賛同し、賛助するために入会した個人及び

団体 

(3) 名誉会員 この法人の発展に功労があり理事会が推薦し、総会の承認を

得た個人 

 

（登録会員及び代表会員） 

第７条 前条に定める正会員は、団体の中から登録会員として５名以内を登録するもの

とする。 

２ 前項により登録された者のうち１名を代表会員と称する。 

３ 代表会員はその団体を代表し、正会員としての権利を行使する。  

４ 総会への参加及び表決権を行使する場合には、代表会員が自ら行う。ただし、

代表会員自らが行うことができない場合には、代表会員の指定するその団体に

属する者に代理出席又は代行をさせることができる。  

５ 前項により代理出席又は代行をさせる場合は、代表会員は代行させるものを申

し出、理事会の承認を得なければならない。また、総会の表決権の行使につい

ては委任状を必要とする。 
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（入 会） 

第８条 名誉会員以外の会員の入会について、特に条件は定めない。ただし正会員につ

いては、地域がん登録事業、特にがん患者登録を担当している組織、団体、施

設(地域がん登録室に相当するもの)、又は、その準備組織、団体、施設、並び

に地域がん登録事業の振興を主要目的とする組織、団体、施設等を対象とする。 

２ 名誉会員以外の会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会

申込書により、理事長に申し込むものとする。 

３ 理事長は、前項の申込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認め、

後日、総会へ報告しなければならない。 

４ 理事長は、第２項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書

面をもって本人にその旨を通知しなければならない。 

 

（会 費） 

第９条 年会費については、別に会費規定を定める。 

 

（会員の資格の喪失） 

第１０条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき。 

(2) 本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅し

たとき。 

(3) 継続して２年以上会費を滞納したとき。 

(4) 除名されたとき。 

 

（退 会） 

第１１条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ

とができる。 

 

（除 名） 

第１２条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを

除名することができる。 

(1) この定款に違反したとき。 

(2) この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

２ 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明

の機会を与えなければならない。 

 

（拠出金品の不返還） 
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第１３条 既に納入した会費その他の拠出金品は、返還しない。 

 

第３章 役 員 

（種別及び定数） 

第１４条 この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事３人以上１５人以内 

(2) 監事 １人以上３人以内 

２ 理事のうち１人を理事長、副理事長を３人以内、置くことができる。 

  

（選任等） 

第１５条 理事及び監事は、総会において正会員の中から選任する。 

２ 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。 

３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の

親族が１人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の

親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

４ 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな

い。 

５ 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。 

 

（職 務） 

第１６条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと

きは、理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、

この法人の業務を執行する。 

４ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。 

(2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の

行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した

場合には、これを総会又は所轄庁に報告すること。 

(4) 前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。 

(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見

を述べること。 

（任期等） 
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第１７条 役員の任期は選任された総会の年の７月１日から２年後の６月３０日まで

とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現

任者の任期の残存期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務

を行わなければならない。 

 

（欠員補充） 

第１８条 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞

なくこれを補充しなければならない。 

 

（解 任） 

第１９条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す

ることができる。 

(1) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反、その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

２ 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明

の機会を与えなければならない。 

 

（報酬等） 

第２０条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

（学術集会会長） 

第２１条 この法人に、学術集会会長(以下「会長」という)を置く。 

２ 会長は、理事会において選出し、総会において承認し、理事長が委嘱する。 

３ 会長は、学術集会を主宰する。 

４ 会長の任期は、会長に選出された総会日以後、担当した学術集会の年度の終了

までとする。 

 

（顧問） 

第２２条 この法人に、顧問を置くことができる。顧問は理事会の承認を経て、理事長

がこれを任免する。 

２ 顧問は、理事長の諮問に応じて、法人の活動や運営につき助言をすることがで

きる。 
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（専門委員） 

第２３条 この法人に、役員のほかに専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、理事会の承認を経て、理事長がこれを任免する。 

３ 専門委員は、理事長の要請に応じて、理事会に出席し、意見を述べることがで

きる。 

４ 専門委員は、理事長の依頼に応じて、その専門分野においての知見に基づき、

法人の活動を支援する。 

５ 専門委員の任期は任命された当該年度内とする。ただし、再任を妨げない。 

 

第４章 会 議 

（種 別） 

第２４条 この法人の会議は、総会及び理事会の２種とする。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

 

（総会の構成） 

第２５条 総会は、正会員をもって構成する。 

 

（総会の権能） 

第２６条 総会は、以下の事項について議決する。 

(1) 定款の変更 

(2) 解散及び合併 

(3) 会員の除名 

(4) 役員の選任及び解任 

(5) 役員の職務及び報酬 

(6) 事業計画及び収支予算並びにその変更 

(7) 事業報告及び収支決算 

(8) 資産の管理の方法 

(9) 借入金(その事業年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く。 

  第51条において同じ。) その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

(10) 解散における残余財産の帰属先 

(11) その他運営に関する重要事項 

 

（総会の開催） 

第２７条 通常総会は、毎年１回開催する。 
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２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。 

(2) 正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面を

もって招集の請求があったとき。 

(3) 第16条第４項第４号の規定により、監事から招集があったとき。 

 

（総会の招集） 

第２８条 総会は、前条第２項第３号の場合を除いて、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、そ

の日から60日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書

面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも５日前までに通知しなければ

ならない。 

 

（総会の議長） 

第２９条 総会の議長は、理事長がこれにあたる。 

 

（総会の定足数） 

第３０条 総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなければ開会することはできな

い。 

 

（総会の議決） 

第３１条 総会における議決事項は、第２８条第３項の規定によってあらかじめ通知し

た事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をも

って決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（総会での表決権等） 

第３２条 各正会員の表決権は平等なものとする。 

２ 第７条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により総会に出席できない正会

員は、あらかじめ通知された事項について、書面をもって表決し、又は理事長

を代理人として表決を委任することができる。 

３ 前項の代理人等は、代理権を証する書面を総会ごとに議長に提出しなければな 

 らない。 

４ 第２項の規定により表決した正会員は、前２条及び次条第１項及び54条の規定

の適用については出席したものとみなす。 
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５ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加

わることができない。 

 

（総会の議事録） 

第３３条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

(1) 日時及び場所 

(2) 正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合にあっ

ては、その数を付記すること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人２名が、記名押印

又は署名しなければならない。 

 

（理事会の構成） 

第３４条 理事会は、理事をもって構成する。ただし、監事および当該年度ならびに次

年度の学術集会会長、事務局長は理事会に参加し、意見を述べることができる。

専門委員は、理事長の要請に応じて理事会に出席し、意見を述べることができ

る。 

 

（理事会の権能） 

第３５条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。 

(1) 総会に付議すべき事項 

(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項 

(3) その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項 

 

（理事会の開催） 

第３６条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 

(2) 理事総数の２分の１以上から理事会の目的である事項を記載した書面又

は電磁的方法により招集の請求があったとき。 

 

（理事会の招集） 

第３７条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２号の規定による請求があったときは、その日から１４日以
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内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書

面又は電磁的方法により、少なくとも会日の５日前までに通知しなければなら

ない。 

 

（理事会の議長） 

第３８条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。 

 

 

（理事会の定足数） 

第３９条 理事会は、理事総数の２分の１以上の出席がなければ開会することはできな

い。 

 

（理事会の議決） 

第４０条 理事会における議決事項は、第36条第３項の規定によってあらかじめ通知し

た事項とする。 

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

 

（理事会の表決権等） 

第４１条 各理事の表決権は、平等なものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された

事項について書面をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第１項の適用については、理

事会に出席したものとみなす。 

４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加

わることができない。 

 

（理事会の議事録） 

第４２条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

(1) 日時及び場所 

(2) 理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨を

付記すること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 
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(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人が記名押

印又は署名しなければならない。 

 

第５章 資 産 

（資産の構成） 

第４３条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

(1) 設立当初の財産目録に記載された資産 

(2) 会費 

(3) 寄付金品 

(4) 財産から生じる収入 

(5) 事業に伴う収入 

(6) その他の収入 

 

（資産の区分） 

第４４条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、その他の事業

に関する資産の２種とする。 

 

（資産の管理） 

第４５条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事

長が別に定める。 

 

第６章 会 計 

（会計の原則） 

第４６条 この法人の会計は、法第２７条各号に掲げる原則に従って行わなければなら

ない。 

 

（会計の区分） 

第４７条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の２

種とする。 

 

（事業年度） 

第４８条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
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（事業計画及び予算） 

第４９条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎事業年度ごとに理事長が

作成し、総会の議決を経なければならない。 

 

（暫定予算） 

第５０条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、

理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収

入支出することができる。 

２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

 

 

（予備費） 

第５１条 予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることがで

きる。 

２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。 

 

（予算の追加及び更正） 

第５２条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予

算の追加又は更正をすることができる。 

 

（事業報告及び決算） 

第５３条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書等の決算に関

する書類は、毎事業年度終了後、３か月以内に、理事長が作成し、監事の監査

を受け、総会の議決を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

 

（臨機の措置） 

第５４条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を

し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。 

 

第７章 定款の変更、解散及び合併 

（定款の変更） 

第５５条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の

３以上の多数による議決を経、かつ、法第２５条第３項に規定する軽微な事項

を除いて所轄庁の認証を得なければならない。 
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（解 散） 

第５６条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議 

(2) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

(3) 正会員の欠亡 

(4) 合併 

(5) 破産手続開始の決定 

(6) 所轄庁による設立の認証の取消し 

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の４分の３以

上の議決を得なければならない。 

３ 第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならな

い。 

 

（残余財産の帰属） 

第５７条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。）したと

きに残存する財産は、法第１１条第３項に規定する法人の中から、総会におい

て議決したものに譲渡するものとする。 

 

（合 併） 

第５８条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。 

 

第８章 公告の方法 

（公告の方法） 

第５９条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して

行う。 

 

第９章 事務局 

（事務局の設置） 

第６０条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長及び必要な職員を若干名置くことができる。 

 

（職員の任免） 
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第６１条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。 

 

（組織及び運営） 

第６２条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が

別に定める。 

 

第10章 雑 則 

（細 則） 

第６３条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ

を定める。 
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附則 

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 

 

２ この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。 

理事長     岡本 直幸 

副理事長    津熊 秀明 

理 事     西野 善一  

 同      柴田 亜希子 

 同      藤田 学 

 同      田中 英夫 

 同      岸本 拓治  

 同      早田 みどり 

 同      祖父江 友孝 

監 事     三上 春夫  

 同      西 信雄 

 

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第17条第１項の規定にかかわらず、この法人

の成立の日から平成２２年６月３０日までとする。 

 

４ この法人の設立当初の事業年度は、第47条の規定にかかわらず、この法人の成立の

日から平成２２年３月３１日までとする。 

 

５ この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第48条の規定にかかわらず、設立

総会の定めるところによる。 

 

６ この法人の設立当初の会費は、第９条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。 

(1) 正会員（団体）  ４０，０００円 

(2) 賛助会員（個人・団体）  個人 ５，０００円 団体１口 ５０，０００円 

(１口以上) 

 

変更 

２０１１年２月１０日 変更認証（会費規定の設置、役員任期の明記、専門委員の 

     設置、理事会の構成） 

２０１３年１０月１日 変更（事業報告及び決算） 
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会費規程 

 

特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会 会費規程 

 

（総則） 

第1条  この規程は、特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会定款第9条の「会費」に

関して必要な事項を定める。 

 

（会費の種類） 

第2条  この規程で定める年会費は、次のとおりとし、会費は毎年納入しなければならな

い。ただし、名誉会員は会費の納付を必要としない。 

  (1) 正会員（団体）  40,000円 

  (2) 賛助会員（個人・団体）  個人 5,000円 団体１口 50,000円 (１口以上) 

 ２  入会金は、これを徴収しない。 

 

（会費の不返還） 

第3条  既納の会費は定款第13条に基づき、その理由の如何を問わず返還しない。 

 

（会費の事業年度） 

第4条  本規程第2条で定めた会費の有効期限は、定款第48条に準じ、毎年4月1日に始まり、

翌年3月31日に終わるものとする。 

２  入会が前項の定める年度の途中であっても、年会費として納入しなければならな

い。 

 

（規程の改廃） 

第5条 本規程の改廃は、総会の議決によるものとする。 

 

（会費の滞納） 

第6条 会費を2年間滞納した会員は、定款第10条の退会届の提出があったものとみなす。 

 

附則 

１．通常総会で議決権を有する会員は、前年度の会費を納入したものに限る。 

２．この規程は平成 23 年 2 月 10 日付をもって施行する。 
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